
（平成２２年１月１４日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 3 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 3 件

厚生年金関係 3 件

年金記録確認富山地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



富山厚生年金 事案 289 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を平成 18年 10月 17日に、資格喪失日に係る記録を同年 10月 21日に訂正

し、申立期間の標準報酬月額を 17万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年 10月 17日から同年 10月 21日まで 
 

平成 18 年 10 月、人材派遣会社であるＡ社と派遣契約を締結し、Ｂ市に

あるＣ社で金属加工の仕事に従事した。 

しかし、Ｃ社での仕事の内容が、Ａ社で説明を受けた内容と異なってい

たので、４日間で退職した。 

Ａ社から受け取った平成 18 年 10 月分の給与から厚生年金保険料が控除

されているにもかかわらず、当該事業所での厚生年金保険の被保険者記録

が無いことに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の証言、同社から提出された平成 18 年度に係る年末調整一覧表及び申

立人から提出された平成 18 年 10 月分の給与明細書により、申立人が申立期

間において同社に勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、給与明細書の保険料控除額及

びＡ社から提出された申立人に係る雇入通知書の給与決定額から、17 万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主が申立人に係る厚生年金保険の被保険者資格取得届を届け出ていないこ



                      

とを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立人に係る平成 18

年 10 月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



                      

富山厚生年金 事案 290 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記

録を昭和 25年 10月 21日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 8,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 25年 10月 21日から同年 11月１日まで 
 

昭和 24 年４月にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社し、25 年 10 月 21 日に同

社Ｃ工場から同社Ｄ営業所に異動した。 

申立期間についてもＡ社に継続して勤務していたのに、申立期間の厚生

年金保険加入記録が消えていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び申立人に係る雇用保険の記録により、申立人は、申立

期間においてＡ社に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社の人事記録では、申立人は昭和 27 年１月 21 日にＡ社Ｃ工場か

ら同社Ｄ営業所に異動したこととなっているが、申立人の当時の日記には、

「25 年 10 月下旬にＣ工場からＤ営業所へ異動となり、同年 10 月 22 日に発

った」旨の記載があることから、申立人は同年 10 月 21 日ごろに同社Ｄ営業

所へ異動したと考えられる。 

さらに、申立人は昭和 25 年 11 月１日にＡ社本社において厚生年金保険の

被保険者資格を取得していることから、同社では、申立人が同社Ｄ営業所に

異動した後、同社本社において申立人を厚生年金保険に加入させる取扱いで

あった状況がうかがえる。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断



                      

すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 25 年 11 月の社会保険事

務所（当時）の記録から、8,000円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かにつ

いては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺

事情が無いことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対

して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無

いことから、行ったとは認められない。 



                      

富山厚生年金 事案 291 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人のＡ社における資格喪失日は昭和 41 年８月 30 日であると認められ

ることから、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格の喪失日に係る記録

を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、２万 4,000 円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 40年８月 30日から 41年８月 30日まで 
 

昭和 39年３月 21日にＡ社に入社し、同時に社員寮に入り、41年８月 30

日に退社するまで社員寮から通勤していたのに、オンライン記録では 40 年

８月 30日に資格喪失したことになっている。 

当時の給与明細書は無いが、申立期間について厚生年金保険の被保険者

であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 41 年８月 30 日までＡ社に勤務していたと主張しているが、

オンライン記録では、申立人の同社における厚生年金保険被保険者資格の喪

失日は、40年８月 30日とされている。 

しかし、Ａ社の工場等を引き継いでいる事業所（Ｂ社）が保管しているＡ

社の「健保、厚保、失業、資格喪失台帳」には、申立人が昭和 41 年８月 30

日に厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の記載が確認できる上、同台

帳に被保険者資格喪失日が記載されている元同僚（８人）の記載内容をみる

と、被保険者資格取得日、被保険者資格喪失日及び標準報酬月額の記録はす

べてオンライン記録と一致していることから、申立人の被保険者資格喪失日

の記録だけが相違していることは不自然である。 

また、申立人と同期入社で、社員寮で同室であった元同僚（１人）は、申

立人は昭和 41年８月まで勤務していたと証言している。 



                      

さらに、社会保険事務所（当時）が保管している申立人に係る健康保険厚

生年金保険被保険者原票には、被保険者資格喪失日が昭和 40 年８月 30 日と

手書きで記載されているものの、当該事務処理に係る社会保険庁（当時）へ

の進達日は 41 年９月 12 日とスタンプで押印されており、社会保険事務所が

被保険者資格喪失日から１年以上経過した後に事務処理を行うことは通常考

え難い。 

これらを総合的に判断すると、申立人の厚生年金保険被保険者記録に係る

社会保険事務所の事務処理及び記録管理に不備があったことが認められ、事

業主は、申立人が昭和 41 年８月 30 日に被保険者資格を喪失した旨の届出を

社会保険事務所に行ったことが認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の「健保、厚保、失業、

資格喪失台帳」に記載された昭和 40 年８月の標準報酬月額の記録から、２万

4,000円とすることが妥当である。 

 



 

 

富山厚生年金 事案 292（事案 153の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。  

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 48年 10月１日から 50年９月１日まで 
 

昭和 43 年４月にＡ社へ入社した後、保険外交員として、50 年８月ごろ

まで勤務していたにもかかわらず、申立期間について、厚生年金保険の被

保険者となっていない。 

平成 21 年４月に年金記録の訂正を行わない旨の通知を受けた後、申立期

間において、毎月１日、Ａ社Ｂ支社へ厚生年金保険料として 500 円を持参

していたことを思い出したので、厚生年金保険の被保険者であったことを

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間については、ⅰ）Ａ社が、申立人について、昭和 48 年 10 月１日

から 50 年３月４日までの期間において、同社に嘱託社員として在籍していた

が、嘱託社員には厚生年金保険の被保険者資格を取得させていなかったと証

言しており、その証言に不自然な点はみられない、ⅱ）同年３月５日から同

年８月 31 日までの期間において、申立人が同社で継続的に勤務していたこと

を確認できる資料や周辺事情が無い、ⅲ）Ｃ市の記録により、申立人が、49

年 10 月 23 日から現在に至るまで、国民健康保険に加入していることが確認

できることから、申立人が、当時、健康保険及び厚生年金保険の被保険者資

格の喪失を認識していたものと推認されるなど、申立内容を裏付ける周辺事

情も見当たらない等として、既に当委員会の決定に基づき、平成 21 年４月

15日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

これに対し、申立人は、新たな周辺事情として、申立期間において、毎月

１日、Ａ社Ｂ支社へ厚生年金保険料として 500 円を持参していたと申し立て



                      

  

ているが、同社Ｂ支社は、申立期間において、ⅰ）嘱託社員から厚生年金保

険料を徴収していない、ⅱ）厚生年金保険料の徴収方法は給与からの控除で

あり、現金受領は行っていない等と証言しているほか、申立期間当時の厚生

年金保険料額（被保険者負担分）は、最も低い標準報酬月額（２万円）で計

算しても 580円となるなど、申立内容を裏付ける周辺事情も見当たらない。 

また、申立人は、申立期間において、Ａ社から給与を受け取っていなかっ

たとしていることから、当時、申立人が同社に使用される者に該当せず、同

社で厚生年金保険の被保険者となり得なかったと推認される。 

さらに、申立人が厚生年金保険料を事業主に納付していたことを確認でき

る領収書等の資料も無い。 

そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情も見当たらないこ

とから、申立人は、申立期間において、厚生年金保険の被保険者として厚生

年金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 293 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業

主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 22年８月 20日から 23年７月１日まで 

             ② 昭和 27年７月２日から同年８月まで 
 

昭和 22年８月 20日ごろから 27年８月中旬ごろまで、Ａ船舶に甲板員と

して乗船していた。Ａ船舶は、Ｂ、Ｃ及びＤの兄弟が船舶所有者となって

いた。 

ところが、船員保険被保険者名簿では、船員保険の被保険者期間が昭和

23年７月１日から 27年７月２日までとなっている。 

申立期間についてもＡ船舶に乗船していたので、船員保険の被保険者で

あったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

社会保険事務所（当時）が保管している船舶所有者の記号簿によると、船

舶所有者Ｂの船員保険適用年月日は昭和 23 年７月１日、船舶所有者Ｃ及び船

舶所有者Ｄの船員保険適用年月日は 24 年１月１日とされており、申立期間①

については、Ａ船舶には船員保険が適用されていなかったことが確認できる。 

また、船舶所有者Ｂに係る船員保険被保険者名簿により、申立人は昭和 23

年７月１日に船員保険の被保険者資格を取得し、27 年７月２日に喪失してい

ることが確認できる。 

さらに、申立人は船員手帳を保管していないため乗船履歴等が確認できな

い上、Ａ船舶の船舶所有者及び船長は死亡しており、申立期間①及び②につ

いて、申立人の勤務実態や保険料控除の状況について確認できる関連資料や

証言等を得ることができない。 

加えて、申立人の申立期間①及び②における船員保険料の控除について確



                      

  

認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が船員保険被保険者として申立期間に係る船員保険料を事業主により

給与から控除されていたことを認めることはできない。 



                      

  

富山厚生年金 事案 294 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②について、厚生年金保険被保険者として、そ

の主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 11年７月 15日から同年８月２日まで 

             ② 平成 11年８月２日から 16年 10月１日まで 
 

平成 11 年７月 15 日にＡ社（現在は、Ｂ社）に入社したのに、厚生年金

保険の資格取得日が同年８月２日となっていることに納得できない。 

また、Ａ社に勤務していた期間の標準報酬月額は、当時の給与の総支給

額と比較して低い記録となっていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、雇用保険の記録により、申立人がＢ社に勤務して

いたことは確認できるが、同社が保管している「健康保険厚生年金保険被保

険者資格取得確認および標準報酬決定通知書」により、事業主は申立人の厚

生年金保険被保険者資格取得日を平成 11 年８月２日として社会保険事務所

（当時）に届け出たことが確認できる。 

また、申立人が提出した給与明細書により、申立人の給与からは申立期間

①に係る厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断

すると、申立人が厚生年金保険の被保険者として申立期間①に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②については、申立人が提出した給与明細書及びＢ社が提出した

賃金台帳によると、申立人は、当該期間のうち、一部の期間（28 か月間）に



                      

  

おいてオンライン記録の標準報酬月額よりも高額の給与の支給を受けていた

ことが確認できる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険

料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内である

ことから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することにな

るところ、給与明細書及び賃金台帳に記載された厚生年金保険料控除額に見

合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と同額又はそれより低

額であることが確認できる。 

 また、オンライン記録によると、申立人の標準報酬月額が遡及
そきゅう

して引き下

げられているなどの不自然な処理が行われた形跡は見当たらないほか、申立

てに係る事実を確認できる関連資料及び周辺事情は無い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることは

できない。 

 


